
活動基本方針 

一般社団法人全国国立大学附属学校ＰＴＡ連合会 

　一般社団法人全国国立大学附属学校ＰＴＡ連合会（以下、全附Ｐ連）は、全国５６の国立大学法人に設
置された幼稚園４８園・幼保連携型認定こども園１園・小学校６７校・中学校６８校・高等学校１５校・義
務教育学校４校・中等教育学校５校・特別支援学校４５校、計２５３校園（令和７年３月現在）の置かれている現
状と求められる使命を十分に理解した上で、その絆とスケールメリットを生かし、子どもたちの学習環境の
充実と安心安全の確保、さらには附属学校の発展、国立学校としてこの国の未来を見据えた日本の公教育の
振興に寄与することを目的とし、ＰＴＡ活動の実践と研鑽を推進する。 

　また、全国国立大学附属学校連盟（以下、連盟）とともに、日本教育大学協会をはじめとする諸団体と連
携しながら附属学校および附属学校を設置する国立大学法人をサポートし、附属学校の持つ独自性や創造
性、社会的使命、存在意義、現状などをそれぞれの地域社会および全国的に発信することにより広く世の中
の理解と支援が得られるよう積極的な活動を展開する。 

１　共有、対話による理解 
　附属学校の果たすべき使命である日本の公教育を支える国の拠点校、地域のモデル校としての役割につい
て、学校をサポートすべくＰＴＡが参画し研究実践することで得た情報を会員相互で共有するとともに、連
合会はその貢献度を各関係官庁や諸団体に広く発信していく。また、各学校ＰＴＡがそれぞれの学校で直面
する課題を解決するための一助として、設置者である国立大学法人とのさらなる連携と対話を提唱する。 

２　附属学校ＰＴＡ活動の活性化支援と各組織の相互連携 
　子どもの成長過程に応じた教育の在り方、学習環境の充実と安心安全の確保、附属学校を取り巻く諸問題
などへのＰＴＡの関わり方を実践研究し、その成果や課題を共有、議論するための研修大会を開催し、全
附Ｐ連、連盟と各学校ＰＴＡとの絆をより強く保つ。研修大会は各学校ＰＴＡの会員も視聴できるような
開催方法とし、全国８万世帯の家庭に広く情報の共有ができることで会員の利益を確保する。また、全国
９地区主催の実践活動協議会など各地区会活動を有機的に支援し、連盟との協働による活動の活性化を図
る。加えて全国国立大学附属学校教育後援会連絡協議会と情報を共有し連携する。 

３　対内および対外への広報活動の強化 
　各学校ＰＴＡが子どもたちとそれぞれの学校にしっかりと寄り添い、有意義な活動ができるよう、参
考となるＰＴＡ活動の事例および情勢などを全国の附属学校および各学校ＰＴＡに発信し情報共有の強化を
図る。また、附属学校がさらに広く世の中の理解と支援が得られるよう、マスメディアや関係諸機関に対し
積極的な広報活動を展開する。さらにはＩＣＴを活用したタイムリーな情報交換、共有など、連合会が主体
となってその運営強化を図る。 

４　「共に生きる」ことの推進 
　連合会では特別支援教育に対する理解と連携を進める諸活動の推進を掲げ、様々な取り組みを継続してき
た。これからも校種を超えた絆を育て、多様な個性を持つ仲間との相互理解を育む活動を推進および発信す
る。また、自他を共に尊重する態度、能力の育成、自己有用感・自己肯定感の育成を目指した活動を推進し、
インクルーシブ社会および一億総活躍社会の実現の牽引に努める。また、全人類的な課題であるＳＤＧｓに
則った教育にも貢献する。 

５　国の目指す教育改革の先駆者として 
　国の目指す教育改革の先駆者たる附属学校のＰＴＡとして、全附Ｐ連は学校の働き方改革に協力するとと
もに教員という職業の魅力度向上に貢献する。加えて外部人材や資源を発掘し子どもたちの新しい学びの環
境を創造することを提唱する。また、子どもの将来が生まれ育った環境によって左右されることのないよう
その現状を調査研究および実践し、有効な対策と教育を通じて貧困が連鎖することなく、すべての子どもた
ちが夢と希望を持って成長することのできる社会の実現を目指した活動を推進する。さらには学校の内外を
問わず子どもたちの安心安全を確保するため防犯、防災に関する教育や活動および有害なＩＴ環境の問題か
ら子どもたちを守る活動を推進する。 



６　重ね合いを続けて 
現在のＰＴＡに求められていることは何かを考えるにあたり、今までの歩みを止めることなくさらに先を
見据えた活動を続けていく。 
基本となる教育基本法の理念・目的・機会均等を学校とともに実現していくために、さらに国立大学附属
学校の目的達成のために我々のなすべきことをし、また今の時代に即したＰＴＡの活動を模索し発信してい
く。 
　地区会や単位ＰＴＡへの働きかけを通して第４期中期目標・中期計画の実現に向けた取り組みを大学や附
属学校と力を合わせて具現化していくことを念頭に、国立大学附属学校の存在意義を発信し続けていく。


